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問　住民課戸籍担当　☎　56‐2123

　村では、令和２年３月に「第２期占冠村まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」（Ｒ２～Ｒ６）を策定し、
人口減少の克服と地域の活力を取り戻すため、４つ
の基本目標に沿って取り組みを進めてきました。
　令和４年度末の達成状況などを紹介します。

主な施策 項目 目標 達成値

 地域資源を活かした
 企業・人材の育成

技術向上のための人材
育成数 ５年間で延べ40人 24人

 多様な人材の確保・
 育成

新規就農者支援を利用
した人 ５年間で延べ４人 ６人

地域おこし協力隊 ５年間で延べ５人 ４人

数値目標

地方における安定地方における安定
した雇用を確保するした雇用を確保する

地域での就業者数を延べ
10人増（令和６年）とする。

５人

主な施策 項目 目標 達成値

交流・関係人口の拡大

 「ちょっと暮らし」利用
 者数 10組 ０組

 令和６年度の「ふるさ
 と納税」納税を２年以
 上行っている人

60人 54人

 U・Iターン等の促進
 令和６年度の空き家
 バンク登録件数 20件 ５件

 地域での転入者数 ５年で延べ20人 ９人

数値目標

主な施策 項目 目標 達成値

 子どもを産み育てた
 いという希望の実現

 「子育て世代包括支援
 センター」利用者数 ５年間で延べ2,450人 1,102人

 住みたい・住み続け
 たいと思える生活環
 境の整備

 令和６年度の占冠村居
 住年数10年以上比率 60％ 46％

数値目標

20人

若い世代の若い世代の
　　出産・子育て　　出産・子育て
出生数を５年間で延べ45人
以上とする。

主な施策 項目 目標 達成値

 むらの特徴を活かし
 た生涯学習の推進

 自主創造プログラムの
 活用実績数 ５年間で延べ50件 24件

 集落対策、協働のむ
 らづくりと未来技術
 の活用

 住民活動推進事業の
 活用実績数 ５年間で延べ20件 17件

数値目標

時代に合った時代に合った
　　　地域づくり　　　地域づくり
中学生の占冠村への愛着度

（令和６年度）を4.6点（５
点満点）以上とする。

4.2点
村では、人口減少・少子高齢化が進行する中にあっても、活力あふれ、持続可能な社会を実現
するため、引き続き「まち」「ひと」「しごと」づくりを進めていきます。
村総合戦略は、村ホームページ(右記二次元コード)のほか、占冠村コミュニティプラザ図書室、
トマムコミュニティセンター図書室で閲覧できます。

達 成 値
Ｒ４末現在

第２期占冠村第２期占冠村

１

２ 地方への新しい地方への新しい
ひとの流れをつくるひとの流れをつくる

移住ワンストップ窓口を利
用した転入者数を５年間で
20人以上とする。

７人

３

４

問　企画商工課地域振興対策室　☎　0167‐56‐2124

達 成 値
Ｒ４末現在

達 成 値
Ｒ４末現在

達 成 値
Ｒ４末現在

の推進状況創生創生総総合戦略合戦略

ままちち・ ・ひひ ししとと ごとごと
　国民年金保険料は所得税法および地方税法上、健康保険や厚生年金などの社会保険料を納め
た場合と同様に、社会保険料控除としてその年の課税所得から控除され、税額が軽減されます。
　税法上とても有利な国民年金は、老後はもちろん不慮の事故など万一のときにも心強い味方
となる制度です。保険料は納め忘れのないようきちんと納めましょう。

　過去の年度分や追納された保険料
も含まれます。
　また、ご自身の保険料だけではな
く、ご家族（配偶者やお子様など）
の負担すべき国民年金保険料を支払
っている場合、その保険料も合わせ
て控除が受けられます。

　令和５年１月１日から９月30日までの間に国民年
金保険料を納付された方には、11月上旬に日本年金
機構から「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」
が送られる予定ですので、申告書の提出の際には必ず
この証明書、または領収証書を添付してください。
　また、令和５年10月１日から12月31日までの間に、
今年初めて国民年金保険料を納められた方へは、翌年
の２月上旬に送られる予定です。

以下の要件を全て満たしている必要があります。
▶ 65歳以上の老齢基礎年金を受けている。

▶ 同一世帯の全員が市町村民税非課税である。

▶ 前年の公的年金等の収入金額(※１)とその他の所得

　との合計額が878,900円以下である。

以下の要件を満たしている必要があります。
▶ 障害基礎年金、遺族基礎年金を受けている。

▶ 前年の所得(※２)が4,721,000円(※３)以下である。

※２　障害年金・遺族年金等の非課税収入は、給付金の
　　　判定に用いる所得には含まれません。
※３　扶養親族の数に応じて増額となります。※１　障害年金・遺族年金等の非課税収入は含まれません。

年金の裁定請求手続きと併せて、
年金生活者支援給付金の認定請
求の手続きを行ってください。

◎社会保険料（国民年金保険料）控除証明書

◎領収証書

控除の対象は？

対象となるのは？

老齢基礎年金を受給されている方老齢基礎年金を受給されている方 障害基礎年金・遺族基礎年金を受給されている方障害基礎年金・遺族基礎年金を受給されている方

請求手続き

　年金生活者支援給付金は、公的年金などの収入や所得額が一定基準額以下の
年金受給者の生活を支援するために、年金に上乗せして支給されるものです。

年金生活者支援給付金を受け取るには、年金生活者支援給付金請求書の提出
が必要です。原則、お手続きいただいた翌月分から支給の対象となりますので、
速やかな請求手続きをお願いします。

保険料の全額令和５年１月から12月まで
に納められた

年金生活者支援給付金を受け取
っている方で引き続き支給要件
を満たしている場合、翌年以降
のお手続きは原則不要です。

新たに支給対象となる方には、日本年金機構
から請求手続きのご案内が順次届きます。
はがき形式の「年金生活者支援給付金請求書」
を記入し提出してください。

年金のお知らせ年金のお知らせ

これから年金を受給される方これから年金を受給される方
すでに年金生活者支援給付金をすでに年金生活者支援給付金を

受給されている方受給されている方

すでに年金を受給されていて、今年度新たにすでに年金を受給されていて、今年度新たに

年金生活者支援給付金の支給対象となる方年金生活者支援給付金の支給対象となる方

ご不明な点ご不明な点

はこちらにはこちらに

ご相談を！ご相談を！

給付金専用ダイヤル

☎　0570‐05‐4092
旭川年金事務所

☎　0166‐25‐5606

納めた国民年金保険料納めた国民年金保険料はは
　        全額　        全額がが社会保険料控除対象社会保険料控除対象ですです

年金生活者支援給付金制度年金生活者支援給付金制度についてについて

用意するもの（下記のいずれか）


